
第３号様式（第15条、第17条、第18条関係）

事業者排出量削減計画書

呂称及び代表者の田

1七表取締役社長中野吉晴
電話03-6887-3690
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 核当する□には．レ印を妃人してください。特定ﾂﾄﾞ業者以外でrlli参h11される鞭業者の〃は，レ印のiii1人は不要です。

「細分類番号」とは，統011.法第２条第９項に規定する統iil･雄準である[1本標単産梁分類の細分類研号をいいます。
「紫準ｲ1曵庇」とは，計･画ｊｌ１ｊ間のijI年度又はiiil･剛U1lH1のiiilの三年度の４F業活動に伴う排１１１の)it又はl;(111位の数111〔のjIに均をいいます。
「噌減率」とは，基準fi晶度と比較した計iilli期間の平均の恥川1又は減少の1111合をいいます。

LLｌ；I9T硯、蛮軍
（宛先） 京 者 Ｉ腋 知事 平成２３年１０月１５円

ti二BＩＴ（砧人にあっては，王たる事務BITの1ﾘT在地）
東京都新宿区本塩町１３番地

｣二ki名（lZi人にあっては，名称及び代表者の氏名）

雪印メグミルク株式会社
代表取締役社長中野吉晴
電話03-6887-3690

主たる業種 処理牛乳・乳飲料製造業
|細分輯番号 ｌ０ｌ０ｌｌｌ２ 

事業者の区分

身□2条第１項第１号

京都府地球温暖化対策条例施行規則：i□2条第１項第２号又は第３号

;i□2条第１項第４号

計画期間 平成23年４月から平成26年３月まで

基本方針
私たちは、

図ります。
’雪印メグミルク行動基準」に則り、環境マネジメントシステムを構築し、環境負荷低減を
そして、自然の恵みから生まれるミルクを中心とした事業活動と地球環境の共存に努めます。

計画を推進するた
めの体制 環境マネジメントシステムに基づいた工場内の環境部会及びエネルギー管理委員会による推進

温室効果ガスの排
出の実績及び削減
の目標

温室効果ガスの排出の量

零乗沽勤に件う排出の量

升１ｍの対象となる排出の量

目標の根拠

基準年度

(22）年度
第１年度

(23）年度
第２年度

(24）年度
第３年度

(25）年度
増減率

191742,6トン 19,396.3トン 17,94ｲ.９トン 18,128,1トン -6.4ハーセント

19,742.6トン 19,396.3トン 17,941,9トン １８，１２８．１トン -6.4ハーセント

平成２４～２５年にかけて生産設備地役に伴うユーティリティー設備の史新i１１画があり、そこで効率
の良い機器を導入することで現状のエネルギーロスが改溌でき、排出蹴琳減率－５．０％当たるエネル
ギー使用鼠の削減兄込めると判断した為。

原単位当たりの温
室効果ガス排出量
等

事業の111に供す
る建築物のﾊ1途 原単位の指標

工場
事業iiIi動にイ &う＃ の
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原単位の指標及び目標の根拠

基準年度

(22）年度
第1年度

(23）年度
第２年度

(24）年度
第３年度

(25）年度
増減率

1０３７ 10.59 9．７４ 9．７４ -3.85ハーセント

ハーセント

原t１１位の指標は生産出来高【ＫＬ】とし、第３fﾄﾞ度まで生産|}}来簡が変化しないことを
前提とします。

重点的に実施する取組の実施計画
基準年度

(22）年度

52.0ビラ ト

第１年度

(23）年度

69.0 
バー

セント

第２年度

(24）年度

113.0ゼフ 卜

第３年度

(25）年度

113.0セリ下

備考

具体的な取組及び
措置の内容

（２３）年度

（２４）年度

（２５）年度

森丸瞬編比ﾉJ兄厘しによつ里Y田懐旧』童の月U減｡
エアーコンプレッサーＩＮＶ機澳入による電力尚11減一

直－Lイルキー1囮と凶Ｃユープイリプイー磯謡の達７垣、導入。
ボイラ燃料をＡ重油からＬＮＧへ藤掴し＿ＣＯロ排卜H畳の尚11減弁阿丞一

新設備稼働に伴う、各機器の効率的運用管理に努める。

通勤における自己
の自動車等を使用
することを控えさ
せるために実施し
ようとする措置

措置の内容

上記の措置を採用する理由

特になし。

交通手段が少なく、時差勤務があり自動車以外の通勤方法では困難
である為。

森林の保全及び整
備，再生可能エネ
ルギーの利用その
他の地球温暖化対
策により削減する
量

区分

森林の保全及び整備によるもの

府内産の木材の利用によるもの

再生可能エネルギーを利用した電力又
は熱の供給によるもの

グリーン電力証書等の購入によるもの

獅室効宋ｶｽｨﾘﾄﾞ1t}壁のl1U減効果分又は温
室効果ガスの吸収効果分の職人によるも
の

合計

第１年度

(23）年度

0.0トン

００トン

0.0トン

0.0トン

0.0トン

0.0トン

第２年度

(24）年度

0.0トン

0.0トン

００トン

0.0トン

0.0トン

0.0トン

第３年度

(25）年度

0.0トン

0.0トン

0.0トン

0.0トン

0,0トン

0.0トン

備考

地球温暖化対策に
資する社会貢献活
動

ボイラ、バルブ、熱交換器などの放熱防止ジャケツ
向けた省エネルギー設備の導入を推進している。

ﾄや太陽光発電パネルの設置など、地球温暖化防止に

特記事項平成２０年～平成２２年度の生産鍵を比較すると、１６
平成２２年と同等若しくは増加する見込みである為、

F成２２年度は一際生産量が期Jlllルている。平成２３年度以降も
平成２２年度を基準年度と致します。


